
超学際的取組み推進指針
－持続可能な共生社会の実現に向けて－

福 島 県



目 次

序 章： 持続可能な共生社会」の実現に向けて「

１ 指針策定の趣旨 １

２ 指針の構成 １

第Ⅰ章：社会経済情勢と時代潮流－２０世紀型社会からの転換－

１ 背景 ３

（１）地球環境問題の顕在化 ４

（２）複雑に多元化した社会経済 ５

10２ ２１世紀型社会像

10（１）２１世紀型社会の二つの方向性

10（２）生態系のシステムから学ぶ２１世紀型社会像

11（３）競争の論理に基づく社会から新しい文明社会への移行

11（４）大きな文明の転換期にある今、共生の論理へ

第Ⅱ章： 持続可能な共生社会」を実現するための目標と理念「

12１ 持続可能な社会形成に必要な共生とは

12（１）生物学における共生の定義

12（２）共生の定義の現代社会への応用

12（３）共生概念の整理と共生の定義

13２ 本県が目指すべき目標と理念

13（１）目指すべき目標

14（２）持続可能な共生社会を実現するための理念－共生の論理－

14（３）共生の論理を構成する５つの要素

16（４）共生の論理を具現化するために必要な４つの要素と戦略



第Ⅲ章： 持続可能な共生社会」を実現するための戦略「

19１ 超学際（ ）とはTransdi sci plinarity

20２ 超学際的視点の必要性

20（１）複合的問題や社会的課題に対する超学際的視点の必要性

20（２）超学際を推進する仕組みとしての産学民官連携の必要性

21３ 実現戦略としての超学際的視点の導入に向けて

21（１）共生の論理を展開していく戦略である超学際的視点

21（２）超学際的視点の導入－現実のものにするために－

第Ⅳ章： 持続可能な共生社会」を実現するために取り組むべき「
テーマの提示

23１ テーマ提示の考え方

23２ テーマ提示の手法

23（１）基本的な考え方－エコロジカルプランニング手法の応用－

25（２）具体的な検討フロー

25３ テーマの提示

25（１）キーワード選定・配置の考え方

26（２）キーワードの抽出と配置

28（３）テーマ抽出マトリックスによるテーマの提示

第Ⅴ章： 持続可能な共生社会」実現への方向性「

29１ 超学際的に推進すべきテーマ例とその取組みの方向性

29（１）共生の正四面体の中へ

29（２）多面的な視点を考慮した取組みの推進

30２ 各施策の推進に向けて

30（１）各主体との役割分担と連携・協働

31（２）施策展開の必要性

31（３）推進体制



- 1 -

序 章 「持続可能な共生社会」の実現に向けて

１．指針策定の趣旨

２１世紀を迎えた今日、我々人類が産業革命以来、特に２０世紀以降維持し続け

ていた「経済の論理」や「競争の論理」に導かれる社会経済システムは、地球温暖

化をはじめとする環境問題や過疎過密、安全安心に対する揺らぎ等の社会経済問題

など複雑多岐にわたる問題を発生させ、その解決に向けた将来像が見えず、一層の

不透明さを増しながらもいまだに維持されている状況にある。

このような現代は、システム全般にわたる行き詰まりを示しているといっても過

言ではなく、その解決には枠組み自体を根本から転換することが極めて重要なもの

となる。こうした認識に立つとき、我々は「２１世紀においてどのような目標や理

念を掲げ、いかにそれらを具現化していくのか」ということが問われているのであ

り、そのための新たな考え方等を明らかにしていく必要がある。

このため、本指針においては、これから人類が目指すべき２１世紀型の社会を、

前世紀の枠組みから根本的な転換を図るという認識のもと 「持続可能な共生社会」、

と位置づけるとともに、こうした社会を理念に終わらせることなく現実のものにす

るためには、多様な知恵を結集し、領域を超えて幅広く連携することが重要である

ことから、実現戦略としての「超学際」の必要性や、このような視点のもとで取り

組むべきテーマ等を提示していきたいと考えている。

《本指針で提示する事項》

☆ 持続可能な共生社会の実現に向けた理念と戦略としての超学際の位置づけを提示

☆ 超学際的に取り組むべきテーマを提示

☆ 超学際的に取り組むべきテーマを推進するにあたっての方向性を提示

２．指針の構成

序 章： 持続可能な共生社会」の実現に向けて「

本指針策定の趣旨及び本指針の構成について記載する。

第１章：社会経済情勢と時代潮流

持続可能な共生社会の実現がなぜ必要なのか、その背景等について記載す

る。
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第２章： 持続可能な共生社会」を実現するための目標と理念「

持続可能な共生社会形成における「共生の論理」の必要性や本県が目指す

べき姿について提示する。

第３章： 持続可能な共生社会」を実現するための戦略「

実現戦略としての超学際的視点の必要性について提示する。

第４章： 持続可能な共生社会」を実現するために取り組むべきテーマ提示「

超学際的に取り組むべきテーマ例を提示する。

第５章： 持続可能な共生社会」実現への方向性「

超学際的に取り組むべきテーマを推進するにあたっての方向性を提示する
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第Ⅰ章 社会経済情勢と時代潮流－２０世紀型社会からの転換－

１．背景

我々人類は、近代文明が発達する以前、自然の生態系の一員として自然と共に生

きてきた。しかしながら、１８世紀に興った産業革命は、これまでの農業中心の社

会構造を大幅に変更するとともに、生産技術の飛躍的な進歩をもたらし、資本主義

工業社会へと劇的な移行を果たしていった。特に、２０世紀以降の社会は、「経済の

原理」や「競争の原理」を特徴とする市場経済の進展や科学技術の発達を背景に、

大量生産、大量消費を善とした産業や社会構造をつくりあげ、物質的豊かさを享受

する一方で、地球から大量の資源を消費し、自然の生態系を逸脱したスケールで営

みを続けるとともに、地域固有の産業や文化等が衰退、あるいは画一化し、グロー

バルな市場が勢力を増すこととなった。

このような状況下において、人類は、環境問題、資源・エネルギー問題、食糧・

水問題、人口問題、大都市問題など、自然環境から社会経済環境に至るまでの数多

くの問題に直面している。現代におけるこれらの諸問題は、高度に発達した複雑な

社会システムを背景としていることから、それぞれが独立して存在しているのでは

なく、複雑に絡み合っていることが特徴としてあげられ、近代文明以降の枠組みや

考え方ではその解決が困難であるといわざるを得ない状況にある。

《複雑に絡み合った２０世紀の諸問題》



- 4 -

（１）地球環境問題の顕在化

① 地球環境の破壊

今や、様々な環境問題は、人々の社会経済活動と密接に関連するとともに、あ

る地域で発生した環境問題が異なった地域に影響を与えたり、将来の世代に影響

を与えたりと、地域や国境、時間を越え、地球規模、世代間で考えるべき問題と

なっている。しかしながら、それらの問題は、もとをたどれば過去や現在の地域

における人々の諸活動にその原因を見ることができる。

また、地球環境問題自身が非常に多面的で複合的問題といった性格をもつよう

になってきている。地球温暖化の問題、森林破壊の問題、生物多様性の問題、資

源・エネルギー問題、水・土壌の問題、人口・食糧問題等、現代生活の様々な局

面に複雑に絡み合いつつ深刻な影を落としている。

このように環境問題は、時代の状況や社会経済のあり方と密接に関係している

とともに、空間的にも、時間的にも複雑性を増しており、政治経済、科学技術、

伝統文化や人々の暮らし方など、あらゆる問題に関係しながら、本質的にはどこ

かでつながり、全体として引き起こされている。環境問題は、その意味で、我々

人類の諸活動のあり方そのものを問うているのであり、２０世紀型社会の構造的

なあり方に問題を投げかけている。

② 持続性の喪失

１９８７年に国連の「環境と開発に関する世界委員会」において、サスティナ

ブル・ディベロプメント（持続可能な発展）という考え方が示されたところであ

る。これは２０世紀型の工業化社会における発展が自然や社会の持続可能性を低

下させたという反省に基づいており、環境と経済を対立概念ではなく、環境に配

慮した経済活動を行うべきであることを提案しているものである。

このような状況の背景には、人類が持続可能でない方法で他者にかかわり、人

。類の生存を可能にしている自然や生物の存続を危うくしてきたという事実がある

また、現代文明の成長を支える自然資源の有限性を省みず、急速に発展してきた

工業化、都市化の波は、地球環境を急激に悪化させ、地球の持続性を失わせる方

向に進んでいる。地球自体に生命体のような成長の限界というものが存在し、こ

のまま資源浪費型の社会経済システムを維持し続ければ、人類はおろか自然や他

の生物の生存を含めた地球環境に不可逆的な影響をもたらすことが予想される。

③ 地球環境問題から人類存続そのものの危機へ

環境問題は拡大・深化しつつ、重層的な形で第三段階に入りつつあるように思

われる。第一段階は１９５０年代以降の高度経済成長の過程で発生した、大気汚

染や水質汚濁等の地域レベルでの公害問題である。第二段階は現在に見られる地

球温暖化や自然資源の枯渇等の地球環境問題である。そして第三段階は現代文明

、 、への懐疑の深まりとともに 地球環境問題がさらなる広がり・深化を見せながら

生物種や人類の存続そのものの危機に見られるような問題の段階に至りつつある
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ように考えられる。

《環境問題の顕在化の変遷》

（２）複雑に多元化した社会経済

① ２０世紀型社会経済システムの行き詰まり

産業革命以降の近代文明は科学技術の目覚ましい発展とそれに伴う産業化の進

展を通じて人間の生活を大きく変え、生活水準の向上をもたらした。科学技術の

貢献の大きさについては否定するものではないが、今や科学技術の弊害ともいう

べき大きな陰が地球環境に深刻な打撃を与えるとともに、人類の生存を内外から

脅かす存在にまでなってしまっている。

また、産業化は物質的に豊かな社会の実現を急ぐあまり、人間が自然環境から

独立して自然を支配するという、人間中心の開発精神を増長させるとともに、人

間の生活環境についても十分な配慮を欠き、工業化や都市化が進む過程で、大量

生産・大量消費型の社会経済システムを生み出し、公害の発生や環境破壊などを

もたらしたところである。ここから生まれる閉塞感が世界の至るところに影響を

与え、近代文明はまさに行き詰まりの状況にある。

このような行き詰まりの根本原因が、２０世紀型文明のあり方にあると考えら

れることから、表面的な事象の改善を考えるだけでなく、むしろ今日の資源浪費

型社会経済をもたらした技術やそれを支えているシステム、そして我々の生活の

中で形成される倫理観を根本から見直す必要がある。

２１世紀型社会は、社会や経済のあり方、生活や行動スタイルから価値観、思

想までが根本的に変わらなければならないと考えられる。

公害問題

第１段階（１９５０年代） 第２段階（１９８０年代） 第３段階（２０００年代）

地球環境問題 人類存続
そのものの危機

物質的豊かさの追求 グローバル化の進展
現代文明の行き詰まり

公害問題

第１段階（１９５０年代） 第２段階（１９８０年代） 第３段階（２０００年代）

地球環境問題 人類存続
そのものの危機

物質的豊かさの追求 グローバル化の進展
現代文明の行き詰まり

公害問題

第１段階（１９５０年代） 第２段階（１９８０年代） 第３段階（２０００年代）

地球環境問題 人類存続
そのものの危機

物質的豊かさの追求 グローバル化の進展
現代文明の行き詰まり
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② 国際化の進展－グローバリズムとローカリズム－

１９９０年代後半から 「グローバリズムか、反グローバリズムか」というテー、

マについて議論が交わされている。しかしこの議論は、人間活動全般に関するグ

ローバリズムの是非をめぐるものではなく、自由市場経済におけるグローバリズ

ムの是非、すなわち経済効率性という基準を健康・安全・環境・人権等の公共的

な利益に関わる基準よりも、上位に置くことの是非を問うものと考えられる。

このような視点から考えた場合、金融や企業活動に見られる現在のグローバル

化した市場経済は、我々の生活の場の隅々まで影響をもたらし、経済性や効率性

、 。の旗印の下 強者だけが勝ち残るといった競争の社会を出現させる結果となった

一方で、このような世界規模でのグローバル化の流れの中で、ＥＵに見られる

ように、国境の概念を失わせつつもヨーロッパを一つの地域と捉えれば内なる方

向に向かうといった、ある意味ローカリズムの動きも加速している。

２１世紀型の新しい文明は、人類が地球環境と調和するとともに、互いの主体

性を重んじて成り立つものでなければならない。これにはグローバルな適応性を

備えながらも、地域が協働して存在していくといったコミュニティ的な特質を重

視する社会の構築が必要である。

③ 地域の諸問題

地域の中で生活する人々は、昔から地域が保有する資源を活用して自分たちの

生活に必要なものをつくる知恵を持っていた。生活の知恵ともいえる地域の知恵

を有効活用することにより、地域の中で循環型の社会を構築していたのである。

しかしながら産業化の進展は、技術革新に伴う職業の変化を生み出し、これに

対応して、職業移動や人口の地域間移動が大量に引き起こされる結果となった。

特に立地条件の良い地域には人口が集中して、いわゆる都市化と呼ばれる現象が

起こることとなった。都市化は単に都市への人口集中をもたらすだけではなく、

都会的な生活スタイルが農村の伝統的な生活スタイルに取って代わる現象をもも

たらす。大都市への集中は、効率性のみを目指した社会経済システムにより、そ

こに暮らす住民に個人主義的で合理的な行動を優先させるとともに、郷土の伝統

や習慣を忘れさせ、標準化され均一化された生活スタイルを形成させるようにな

る。このような現象は、交通手段やマスコミの発達によって農村にも浸透し、社

会全体が都市的なライフスタイルを営むこととなる。

こうした結果、都市地域ではいまだ人口集中がやまず、過疎農山村地域では一

層の過疎化が進行しつつある。特に、大都市では一極集中による大都市問題が深

刻化しており、一方で、過疎農山村地域では、生活や産業を支える基盤や活力が

低下している。

、 、また 都市地域でも過疎農山村地域でもコミュニティの崩壊が加速化しており

これらの状況は人間の本来あるべき姿を喪失させるとともに、その影響で、犯罪

や家庭内暴力、児童虐待など、様々なゆがみを生じさせている。
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④ 安全・安心な地域社会

２０世紀の中頃までは経済活動に代表される人類の諸活動が、富と生活の豊か

さをもたらすと信じられてきた。しかしながら、先に述べた公害問題や地球環境

問題をきっかけに、豊かな社会を実現するはずであった産業活動が高度化するに

つれて、人類の社会経済システムの基盤を破壊するリスクをもたらすことが自覚

されるようになってきた。豊かさを生み出すものとされた産業社会が、同時に様

々なリスクを生み出し、我々の生命と社会経済システムをむしばむ時代を迎える

ようになったのである。

現代社会におけるリスクにはこれまでの認識では対応できないいくつかの新し

い要素が存在する。一つは原子力発電所の事故に代表されるように、被害が空間

的・時間的・社会的な限定をはるかに超えているという点にある。二つ目はリス

クの規模が大きくなればなるほど、その全容を把握することは困難になり、責任

の所在はますます不明確になるということである。三つ目は一層の個人化が進む

ことで、リスクが共同体や集団を通り越して、直接個人にもたらされる傾向が高

まるようになるということである。

このような状況にあって安全・安心な地域社会を形成していくためには、ＢＳ

、 、 「 」 「 」 、Ｅや輸入農産物の残留農薬の問題 地下水汚染など 身近な 食 や 水 から

シックハウスやアレルギーなどの「衣」や「住」に至るまでのあらゆる事象に対

して、透明性（顔の見える関係）の確保が重要なものとなる。

⑤ 科学技術の問題

今日のリスクが有する上記のような新しい要素の他に、もう一つ科学技術の問

題を付け加える必要がある。

これまでの人類の歴史上、２０世紀ほど科学技術が急速に発展し、我々の生活

に様々な恩恵をもたらしてきた時代はなかった。しかしながらその一方で、現代

の科学技術の進歩はあまりにも急激で、人類の社会生活との間に様々な軋轢をも

たらしている。これまでの近代社会においては、リスクは将来的には技術的に小

さくすることができると考えられていたし、科学技術によってもたらされた問題

。 、は科学技術によって解決・改善され克服可能であるとされていた しかしながら

近年、我々が目にする科学技術の問題には、遺伝子組み換えやクローン人間、原

子力の利用などのように科学技術が高度になったため、新たにもたらされている

課題が少なくない。

今後、科学技術はさらに高度化していくものと考えられるが、そのような最先

端の科学技術には社会的に多大な影響を与えるものも含まれている。我々は好奇

心から様々な科学技術的な研究開発を行う以上に、広い視野から、それらがどの

ような影響をもたらすかなど、科学技術がもたらす社会的、倫理的な意味合いを

考えた上でその利用を進めるべきである。科学技術を発展・衰退させるのも、そ

れを利用・活用するのも人間であることから、我々には、人間や社会と科学技術

が乖離していくことがないよう、真に人間の尊厳や社会のために役立つ科学技術

に立ち戻ることが求められている。
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⑥ 協働型社会への移行

現代は様々な分野や領域が重層的に重なり合って社会経済システムが形成され

ており、当然ながら、その中で活動している行政や企業などの各部門は社会全体

の一部の役割を担っているにすぎない。

また、環境問題に代表されるように、現代における様々な問題は多様で複雑な

形で存在しているものであり、それらの問題を解決するためには個々の取組みだ

けでは不十分なものである。

このような中で、２１世紀という未踏の領域を持続可能な社会経済システムに

転換していくためには、産学官連携を中心とした各部門が協働して諸活動を行う

ほか、その連携をさらに進め、ＮＰＯ等の民を含めた各部門が協働し、社会全体

で様々な活動に取り組むことが重要となってきている。これらの取組みは、徐々

にではあるが、地域の歴史・文化の保存や循環を基調とする地域づくりなどに見

られるようになってきている。

⑦ 少子高齢社会の到来

少子化と高齢化による人口変動は社会の量的、質的状況を変化させ、社会構造

。 、 、 、 、の本質的な変動をもたらすものである 家族 地域社会 職場や政治経済 文化

教育などの社会構造の全領域でそのような変動が生じ始めた場合、すぐさま社会

全体で適切な対応を開始しないと社会システムそのものが維持できなくなるおそ

れがある。具体的には社会システムを支えてきた行財政制度、特に年金制度、健

康保険制度、介護保険制度などの運営に支障を来たし、あるいは国も地方自治体

もその借金残高が急増し、破産状態に陥る可能性がある。また、経済面では、景

気低迷により企業倒産が増え、失業率が増大し、社会面では、犯罪の増加、家庭

やコミュニティの結びつきの希薄化などが危惧される。

少子高齢化問題の解決には、社会構成員の一部ではなく構成員全体での対応や

、 、 、社会制度全体の見直しなど 部分的にではなく 社会全体での取組みが求められ

そこでは世代間、階層間、地域間の支え合いが重要なものとなる。

⑧ 超情報化社会への移行－高度情報化の次の社会－

我々はインターネット等情報ネットワークの中で、大抵の分野については膨大

な情報を入手することができる。これらの情報は、多くの人々をひきつけ、人々

の動きを触発するようになる。しかしながら、どのように情報化社会が進もうと

も、現実の世界の中で、人々とふれあいながら社会生活を営むことは、人間にと

って欠かすことのできないことであり、ここで重要になることは本当に必要な情

報を入手し、それらを有効に活かした形で現実の社会生活を営むことができるか

ということである。情報化の進展で、人々は、情報に餓えるのではなく 「本物」、

を求めるようになりつつあり、このような社会ではうわべだけ、みせかけだけの

、 。 、 、ものは すぐに衰退していくこととなる ２１世紀は 人間の体と心に働きかけ

感動を呼びおこす「本物」をどのように保全、創造し、それらを活かしていくの

かという、人間性や本物志向の情報化社会への移行が問われている。



- 9 -

また、現代における情報通信技術の発展はめざましいものがあり、次々と新し

い技術が生まれ、社会に浸透している。テレビ電話の普及や遠隔治療は実用化さ

れつつあり、近年では臭いや触覚といった人間の五感を伝達する情報システムも

開発されつつある。このような情報化のめざましい進展の中で、我々人類は人間

の本分をわきまえつつ、時代の方向性を見極め、どのように情報を活用するかが

求められるようになる。

《２０世紀型社会経済システムの枠を越えて複雑に多元化した社会経済》
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２．２１世紀型社会像

（１）２１世紀型社会の二つの方向性

現代は歴史的な分岐点にあり、世界には二種類の秩序が混在している状況にあ

る。例えば経済を例にとると、一つは力の支配に向かうグローバル経済の存在で

、 。あり もう一つは価値観の多様化に向かう地域やコミュニティ経済の存在である

このような二種類の秩序が混在している状況の中で、２１世紀の社会を従来通

り、容赦のない競争的な市場として思い描くのか、それとも創造的で心豊かな共

同体として思い描くのかということは、二つの根本的に分岐した世界規模でのグ

ラウンドデザインを描くことにつながり、人類の将来についての対照的な方向性

と構想を導くのである。

前者は、経済的効率性、近代合理主義、一つの世界像という規範によって世界

を均質化・等質化するといった「競争の論理」で成り立ち、２０世紀型社会を形

づくるものであった。後者は、自と他・全体と部分の調和を重んじる「共生の論

理」から導かれるものである。

時代の転換期には様々な行き詰まりが現れるものである。現代はまさに、競争

の論理を基調とする近代文明の行き詰まりの状況を示している。それはこれまで

の文明の枠に入れることができない要素が新しく内部に出現して、既存の要素と

の間に矛盾が生じているということである。このような状況に至っては、どうし

ても文明の枠を変更する必要がある。時代の転換期における問題解決には、文明

の枠を変更し矛盾そのものを根本的に解消するという方法をとらなければならな

いのである。

（２）生態系のシステムから学ぶ２１世紀型社会像

生物は多かれ少なかれ他の生物に依存して生きている。我々人間社会でも、一

人ひとりの人間は他の人間に依存して生きている。さらにいえば、人間を含めた

生物は地球の生態系の中で、互いに共存しながら生きているのである。そこには

共通する理論として、共存・共生の論理が存在している。

２１世紀の文明社会は、このような生態系のシステムが持つ共存・共生の論理

、 。から学ぶ必要があり 自然界の論理を人間社会に適用すべきであると考えられる

社会を形成する政治・行政・経済・科学などの様々なシステムは、個々に見れ

ばその領域の中で「閉じた」システムであるが、同時に「開いた」システムとし

て互いに共生しあって存在しなければならない。その結果として、社会全体とし

ては大きなネットワークが形成され、社会経済システム全体が効果的に展開して

いくこととなる。

しかしながら、２０世紀の文明社会は、個々に閉じたシステム自体が制度疲労

をおこすとともに、それらが市場経済における過度の競争の論理のように、他の

システムにまで自システムの基準を拡大した結果、各システム間の共存・共生が

うまく機能せず、様々な行き詰まりの状況を見せていると考えられる。
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（３）競争の論理に基づく社会から新しい文明社会への移行

それでは２１世紀の社会はどのような枠組みで展開されるのが良いだろうか。

それは、これまでの２０世紀型社会の危機的な状況を考慮すると、容赦のない競

争はもはや社会経済の発展の原動力ではなく逆に阻害要因になるという前提に立

ち、人類が地球環境と調和して生きることができ、そして人間としての尊厳を平

等に与えられつつ、互いの主体性を重んじて生きることができるものでなければ

ならない。さらに、２１世紀の新しい文明はグローバルな適応性を備えつつも、

ローカルな特徴を重視するものでなければならない。

このようなことを考えると、グローバル化した過度の競争社会の中で生まれた

人間と人間の間、人間と科学技術の間、人間と自然の間などの自と他の不信感を

克服して、互いに信頼しあうことができる関係をどのように構築するかが重要で

あり、このことが結局、新しい文明社会を構築するための根幹をなすと考えられ

る。

これらの考え方のすべてを包含するのが生態学の「共生」の概念であり、共生

の概念に導かれる論理として前述した「共生の論理」が存在する。２１世紀型の

社会は共生という言葉をキーワードとして、生態系のシステムに学びながら、様

々な価値観を見直すことが求められている。

（４）大きな文明の転換期にある今、共生の論理へ

これまで見てきた現代社会の状況や考え方を踏まえ、これからの社会は「共生

の論理」を基本原則とした社会システムに転換する必要がある。それは、①地球

環境と調和するとともに（循環性）、②安全・安心でかつ活力があり（安定性）、

③互いの主体性を重んじながら共存する（多様性）、④地域を基盤とした（地域性）、

共生社会を目指すことである。

生物多様性が豊かでない自然が脆弱であるように、人間社会や地域社会にはそ

れぞれの起源、個性、文化があり、多様性があるからこそ安定的で持続可能な地

域を形成でき、人類の将来が見通せるのである。

《２１世紀の社会が目指すべき社会像》
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第Ⅱ章 「持続可能な共生社会」を実現するための目標と理念

１．持続可能な社会形成に必要な共生とは

（１）生物学における共生の定義

共生とは元来生物学の用語として 「異種の生物が行動的・生理的な結びつきを、

持ち、一所に生活している状態」として定義されており、共利共生（相互に利益

のある共生）と片利共生（一方しか利益を受けない共生）の二つがある。

地球上の生命は、地球環境の数ある変動の中で、種の絶滅と繁栄を繰り返しな

がら多様な生物種を生み出し、これら多種多様な生物が食物連鎖などをとおして

相互に関係する生態系のもとで生存している。生態系の構成種のどの一つとして

他の種との関係なくして生存しておらず、このような関係も一種の共生というこ

とができる。

（２）共生の定義の現代社会への応用

上記の生態系としての共生の概念は、広く現代社会にまで応用して展開するこ

とができる。その場合、生物間の共生のみならず、自然と社会との共生や社会シ

ステム内での諸個人、諸集団、諸システムの間での共生をも含むようになる。こ

のようなことから生物学としての共生を現代社会に応用すれば、共生は「互いの

創意と工夫による自己実現が保証された社会の中で、異質なものが互いの違いを

認め合い、助け合いながらともに生きていくこと」という意味合いをもつように

なる。

（３）共生概念の整理と共生の定義

これらのことを整理すると、共生の概念は、①違いを認め合って生きていくこ

と、②一人ひとりが大切にされること、③双方向の関係があること、④機会の平

、 （ ） 、 、等性 平等にアクセスできる 平等に機会を得る こと ⑤持続可能であること

という内容が融合したものとして捉えることができるのである。

《共生概念》

共
生
概
念

違いを認め合って生きていくこと

一人ひとりが大切にされること

双方向の関係があること

機会の平等性、平等にアクセスできること

持続可能であること

共
生
概
念

違いを認め合って生きていくこと

一人ひとりが大切にされること

双方向の関係があること

機会の平等性、平等にアクセスできること

持続可能であること

共
生
概
念

違いを認め合って生きていくこと

一人ひとりが大切にされること

双方向の関係があること

機会の平等性、平等にアクセスできること

持続可能であること
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そこで、このような生物学的、社会的な意味合いや概念を踏まえながら、本指

針においては共生を、以下のように定義することとする。

《共生の定義》

「機会の平等性と互いの創意と工夫による自己実現が保証された中で、異質なものが

互いの違いを認め合い助け合うとともに、それが相互のもたれ合いではなく、自立し

た形で持続的で創造的な関係を保ちながら共存していくこと」

２．本県が目指すべき目標と理念

（１）目指すべき目標

持続可能な発展という考え方はこれまでの開発優先の発展の仕方に対する反省

からでてきている。従来の発展形式は、自然の持続可能性も社会の持続可能性も

低下させてきたといえる。これはいわゆる工業化社会をつくりあげて高度成長を

果たしていった２０世紀型の西洋近代文明の問題であり、このことによって、地

、 、 、球温暖化 森林破壊 資源の枯渇といった自然環境から社会経済環境に至るまで

持続可能性を損なわせる結果となった。

また、この２０世紀型の西洋近代文明は、経済的効率性を追い求め、強者だけ

が勝ち残るといった競争の論理を基調とする社会経済システムをつくりあげてい

った。その結果、諸個人から諸システムに至るまで、他者と共存・調和するとい

った概念が見失われ、個々がバラバラに成長する社会を形づくることとなった。

そこで、これからの２１世紀を真に豊かな社会とするため、我々人類が今後の

社会生活を営む上で目指すべき目標を以下のように提示することとしたい。

《目指すべき目標》

－持続可能な共生社会の実現－

☆ 多様な選択肢が保証された中で一人ひとりが「個」としての尊厳を認め合い、支

え合うことによって人間が人間らしく生きられる社会

☆ 地球環境や未来世代にも配慮した環境的、社会的、経済的に持続可能な共同体
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（２）持続可能な共生社会を実現するための理念－共生の論理－

持続可能な共生社会を実現するためには、世代や地域を超えて環境が維持され

ていること、個人や集団の間の共存が図られていること、社会を構成している各

システム間の連携がなされていることなどが条件となる。しかしながら、これら

の間には時間的、空間的、制度的などの隔たりが存在する。その隔たりを埋め、

結びつけるのが、共生の概念であり、以下に示す「共生の論理」である。

《共生の論理》

地球上の利用可能な資源とエネルギーは有限であるとの認識の下、一人ひとりが幸

せを実感できる社会を目指し、未来も見据えた時間軸の中で持続的発展が可能な社会

づくりを進めようとする考え方

（３）共生の論理を構成する５つの要素

持続可能な共生社会を実現するための理念である共生の論理は 「自然との共、

生 「世代間の共生 「人と人との共生 「地域間の共生 「価値観の共生」の」、 」、 」、 」、

５つの要素から成り立つものである。

《５つの共生》

自然との共生

世代間の共生

人と人との共生

地域間の共生 価値観の共生

自然との共生

世代間の共生

人と人との共生

地域間の共生 価値観の共生
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☆ 自然との共生－循環型社会形成－

「自然との共生」とは、人間が生活する上で、人間以外の生物の種、生態系、

景観等に対する配慮を欠かさないことである。

日本の伝統的な生活様式の中には、自然環境を保全しながら育んできた共利共

生に近い関係を見ることができる。しかしながら、２０世紀型社会が幅を利かせ

るようになってからは、人間社会は自然に対して一方的に利益の供与を求めるい

わゆる片利共生となり、自然自体がその存在の危機に達するほどになっている状

況にある。

これからは破壊してきた自然の生態系を復元・保全し、人間が将来に渡って多

様な生物種等と共利共生してゆく循環を基調とした関係を築き上げていかなけれ

ばならない。

☆ 世代間の共生

「世代間の共生」とは、現代世代のエゴイズムを抑制し、未来世代の生存可能

性に対する現代世代の責務を果たすことである。

我々人類は、先祖の歴史・伝統・文化や代々守りつがれた自然等の資産を受け

継ぎ、その蓄積によって現代の生活を営み続けている。我々は、現在の生活をた

だ欲望のままに謳歌することを反省し、将来に負の遺産を残すことなく、先祖か

ら引き継いだ資産を次世代に継承していかなければならない。

☆ 人と人との共生

「人と人との共生」とは、一人ひとりが「個」として大切にされながら、様々

な人々が共存できる社会を構築することである。

人間は様々な面で多様な存在であり、性別、年齢など個人としての特性から国

籍、出身地域、社会階層など帰属している社会やコミュニティに至るまで、互い

に異質な背景や属性などを有している。我々はこのような互いの異質性を認め合

、 。いながら 人間としての尊厳が尊重された社会生活を営み続けなければならない

☆ 地域間の共生

「地域間の共生」とは、農山村・地方の再評価と都市・中央との機能分担によ

る共栄を図り、過度の集積による一人勝ちを排除することである。

グローバルな市場経済は、都市と農山村間の問題に代表されるように、農村を

、含めたあらゆる地域に都市的な画一化したライフスタイルを浸透させるとともに

大都市への人・もの・金・情報など資源の集中と農山村からの流出を招く結果と

、 、 。なり 過密や過疎 コミュニティの崩壊などの社会的な不均衡を拡大させている

これらの状況を踏まえ今後は、生産の場としての農山村という視点ばかりでは
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なく、農山村の自然環境、生態系、景観の保全機能などの多面的機能や役割を十

分評価する必要がある。また、それぞれの地域においては、現在の効率性を追い

求める市場経済や生活スタイルの画一性を見直すとともに、地域特性や資源を踏

まえた中で、それぞれの地域が他の地域と独自の関係性を見いだしながら、共存

・共栄を図ることが重要である。

☆ 価値観の共生

「価値観の共生」とは、対峙する価値観が一方に偏らず両立、機能する柔軟な

考え方を社会の基調とすることであり、すべての共生に共通する根幹をなすもの

である。

２０世紀の社会は、経済的効率性等一つの世界観による規範によって世界を均

質化、等質化を図り、地域的、階層的な差異性を消し去ることによって支えられ

てきた。

これからは、対立するもの、異質なものを駆逐するのではなくお互いの差異を

認め合い、多様性を尊重することが重要なものとなる。

（４）共生の論理を具現化するために必要な４つの要素と戦略

「共生の論理」という理念を現実の社会生活の中で実践していくためには、外

的要因や共通の価値観を踏まえるとともに、それを具現化する資源、推進力、戦

。 、 、略が必要不可欠である 具体的には ①社会経済情勢や時代潮流などの外的要因

②循環性、安定性、多様性、地域性などの共通の価値観、③人、もの、金、情報

などの地域資源、④仕組み、組織、制度などの推進力、⑤戦略としての超学際的

視点を総動員することで、持続可能な共生社会の実現を図ることが可能なものと

なる。

《実現するために必要な４つの要素と戦略》

推進力

地域資源

外的要因

共通の価値観

戦略
とし
ての
超学
際的
視点

推進力

地域資源

外的要因

共通の価値観

戦略
とし
ての
超学
際的
視点

推進力

地域資源

外的要因

共通の価値観

戦略
とし
ての
超学
際的
視点
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☆ 外的要因

共生の論理を具現化するためには、地球環境問題が顕在化していることや複雑

に多元化した社会経済の状況など、現在や将来の社会経済情勢や時代潮流を分析

・把握することで、その方向性を的確に見極めるとともに、それらを踏まえた戦

略を構築し各種の施策を展開していく必要がある。

☆ 共通の価値観

自然の生態系は本来、その基盤ともなる海や森の生態系に見られるように、豊

、 。かな生物多様性を有し その周囲や内部で安定的で優れた持続性を構築している

また、自分で生産して自分で消費するという自賄いのシステムを有している。我

々が新しい社会経済システムを構築する上で、このような生態系の本質的な仕組

みである 「循環性 「安定性 「多様性 「自己完結性」に学ぶ点は極めて多、 」、 」、 」、

い。

このような循環性（地球環境と調和すること 、安定性（安全・安心でかつ活力）

があること 、多様性（互いの主体性を重んじながら共存すること 、地域性（地） ）

産地消など地域を基盤とすること、自賄いシステムから導き出される）という価

値観は、持続可能な共生社会を実現する上で、我々が共通認識を持つべき価値観

であり、基本となる考え方である。

☆ 地域資源

２１世紀の新しい文明はグローバルな適応性を備えつつも、ローカルな特徴を

重視するものでなければならない。その際、地域の人・もの・金・情報など地域

資源を積極的に活用するといったような地域を基盤として考えることは極めて重

要な視点となる。地域の自然、歴史・伝統・文化、人口動態、産業構造など自然

環境から社会経済システムに至るまで、地域の特性を複合的、総合的に把握し、

それらを生かした取組みの推進が求められる。

☆ 推進力

地域資源を生かした取組みを推進する上で、それらを効果的に展開していくた

めの推進力が必要となる。推進力は、推進するための体制、規制緩和や効果的な

支援策等推進しやすくするための制度、地域環境をより豊かにするための技術な

ど、地域の資源力を生かすための基盤を形成するものであり、それらの積極的な

整備や開発が求められる。
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第Ⅲ章 「持続可能な共生社会」を実現するための戦略

１．超学際（ ）とはTransdi sci plinarity

超学際とは、環境やエネルギーなどの複雑で、広く多くの分野にまたがっている

複合的な問題を解決し、人間の尊厳を基盤とした社会経済システムを構築するため

の「考え方と仕組み」を提供するものであり、福島県が独自に提唱している新しい

概念である。

このような問題は、一つの分野や立場のみで考えるのではなく、自然科学、社会

科学、人文科学等の各分野の融合を図ることで、科学技術、社会の制度や仕組み、

経済の動向、地域の歴史や文化など、様々な側面を総合的に判断しながら解決を図

り、人類のより豊かな生活を実現させていく必要がある。そして、それらを単なる

理念に終わらせることなく具現化していくため、産学官にＮＰＯ等の市民を加えた

幅広い連携の仕組み、さらには国際協力の仕組みを構築していくことが重要なもの

となる。

《超学際》

多様な知恵を結集し、領域を超えて幅広く連携することにより、諸問題の解決を図

ること。

《超学際のイメージ》

仕組み考え方

複合的問題の解決

各分野の融合 産学民官連携
超学際的視点

仕組み考え方

複合的問題の解決

各分野の融合 産学民官連携
超学際的視点

仕組み考え方

複合的問題の解決

各分野の融合 産学民官連携
超学際的視点
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２．超学際的視点の必要性

（１）複合的問題や社会的課題に対する超学際的視点の必要性

現在に見られる地球環境や資源・エネルギー問題などが引き起こされた理由の

一つに、個々の学術分野ごとの理論・考え方に基づいて、社会経済活動が行われ

たということがあげられる。地球環境や資源・エネルギーなどの問題は、従来の

学術体系のように、個々に専門分化した個別的な考え方に基づいては十分に対処

。 、 、できないという意味で新しい問題である これらの問題の特徴は 問題が複雑で

広く多くの分野にまたがっているというように複合的であり、例えば環境保護を

、 。とるのか 経済の発展をとるのかといった二者択一では解決できないものである

したがって、一つの視点・立場を見るだけではこれらの環境問題に対処するこ

とは不可能であり、いくつかの視点・立場を考慮し、様々な視点から問題の解決

にあたる必要がある。

また、科学は従来、人に真理を知らしめる源であったのが、近年は遺伝子組み

換えやクローン技術など不確かな価値を生み出す源になりつつある。さらに、社

会からの科学に対する要請も、生産を向上させたり、ものごとを理解する道具か

ら、社会を改革したり、社会全体を理解するための道具になってきている。

このようなパラダイムシフトが起こっている中で、超学際という分野の壁を乗

り越えて、あるいは打ち破って各分野が一緒に融合しながら社会の課題を解決し

ていくという必要性が高まってきたところである。

（２）超学際を推進する仕組みとしての産学民官連携の必要性

我々人類は、前述したように環境やエネルギー等の複雑な問題に対処するため

に、超学際的な考え方に基づき、専門分化した学問や科学技術の深化を図る一方

で、従来の各専門領域を融合し、社会全体をシステムとして総合的に考える必要

がある。しかしながら、このことは考え方や理論だけに終わってしまっては意味

がないものとなる。現実の場面での応用、すなわち問題を解決するための仕組み

や手段等の実践的な活動があってはじめて、人間がより豊かな現実生活を営むこ

とができるようになる。

このような超学際の考え方を実践していく仕組みとして、外的要因や共通の価

値観を踏まえ、産業界、学界、ＮＰＯ等の民間、政治や行政が、人・もの・金・

情報など互いの資源を持ち合いながら協力していく産学民官の連携は重要なもの

となる。現代社会の課題は複雑多岐にわたっているので、行政部門や企業部門単

独ではその解決は不可能なものが多く存在している。従来から産学官の連携の重

要性はいわれてきたが、現在の社会経済活動においては、地域を重視し、より柔

、 、軟に対応し 実践することができるＮＰＯ等の民の存在が不可欠であることから

産学官にＮＰＯ等の民を含めた産学民官による連携が必要である。この産学民官

の連携により、従来のどの部門にも属さない未踏の領域での活動が可能となり、

現在の複雑な諸課題に対応することができるようになるのである。
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３．実現戦略としての超学際的視点の導入に向けて

（１）共生の論理を展開していく戦略である超学際的視点

共生の論理を展開し持続可能な共生社会を実現するためには、人類がその多様

な知恵を結集し、互いの領域を越えて協力しあわなければならない。このような

ことから、各分野・領域の融合を図るとともに、具体的な実践の仕組みとして、

産学民官の連携を提案している「超学際」的な視点からの取組みは極めて重要な

ものとなる。

持続可能な共生社会というものを一言であらわすならば 「異質なもの同士がと、

もに生きる社会」である。ここでいう異質なものとは、社会や経済など分野・領

域における異質性、産学民官といった主体としての異質性、人・もの・金・情報

など地域資源の異質性など様々なものが含まれている。共生の論理のもとに、そ

れらの異質性を超えて共存する共生社会を実現するということは、まさに様々な

異質なものを融合・連携するといった考え方を基調とする超学際的視点をその実

現戦略として、各種の施策に導入していくということに他ならない。

（２）超学際的視点の導入－現実のものにするために－

超学際的取組みが推進されている空間は、人文科学・社会科学・自然科学の各

分野・領域の融合や産学民官の各主体間で有機的な連携がなされている。そこで

は様々な地域資源が一定の仕組みのもとに活用されている状態にある。そして、

それらの超学際的取組みは、現実の空間において理念レベルからはじまり、その

実現可能性の分析・把握を経て、実践に移されることとなり、それが最終的には

持続可能な共生社会の実現につながっていくこととなる。

持続可能な共生社会を構築するために、超学際的視点を実際の施策に導入する

際には、外的要因や共通の価値観を踏まえることはもちろんであるが、実践の場

である空間軸と将来の実現性を見据えた時間軸の両者を念頭に置きながら、より

実行性の高い施策展開を行う必要がある。



- 22 -

《導入・展開のイメージ》
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第Ⅳ章 「持続可能な共生社会」を実現するために取り組むべきテーマの提示

１．テーマ提示の考え方

持続可能な共生社会という目標を実現するためには、実際の社会生活が営まれて

いる地域において、それぞれの地域社会が抱えている課題の中から推進すべきテー

マを設定し、それを着実に具現化していくような超学際的な取組みを行う必要があ

る。それらの積み重ねが目標である持続可能な共生社会の実現につながっていくこ

とになる。

このようなことから本章では、今後、持続可能な共生社会を形成する上で、重要

となる超学際的に推進すべきテーマ例をいくつか提示することとしたい。その際、

どのような考え方でテーマを設定していくべきかということについては、以下のよ

うな観点から考察することが求められる。

《テーマ提示における重要な考え方》

☆ 実現するために必要な４つの要素と戦略（外的要因、共通の価値観、地域資源、

推進力、それらを結びつける戦略）を踏まえたテーマ設定

☆ ５つの共生（共生の論理）を踏まえたテーマ設定

☆ 超学際的視点を導入したテーマ設定

２．テーマ提示の手法

（１）基本的な考え方－エコロジカルプランニング手法の応用－

エコロジカルプランニングとは、地域を様々な要素、規模にわけて精査するこ

とによって、地域環境の構造を把握する方法である。これによって、複数の要素

、 、からなる多元的な地域特性を比較するとともに それらの相互関係を明らかにし

地域環境の総合的な構造把握を行うことが可能となる。

今回は、このエコロジカルプランニングの手法を応用し、複数の視点（超学際

） 、 。的視点 からそれらの関連性・傾向を導き出し テーマ例を抽出することとする

なお、この手法は実際の取組みを推進する段階においても効果を発揮するもの

。 、となる 実際の地域の中で超学際的に推進すべきテーマを実践していくためには

その地域の自然環境や社会経済情勢など様々な地域特性を総合的に判断して、そ

の取組みを推進する必要がある。くらしの中における地域の人口や産業、歴史や

文化、自然や景観、地域の生態系や地形、気候、水環境との関わりといった「く

らしの基盤を支える仕組み」などを洗い出すことで、はじめて、地域環境を体系

的に知り、地域特性を引き出し、それらに適合した個性ある取組みを行うことが

可能となるのである。
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《エコロジカルプランニングの概念図》

〈自然環境、産業構造、人口分布、伝統

文化などの要素の関係性について、多様

なレイヤ（層）で整理し、それらのレイ

ヤ（層）を重ね合わせることで、それぞ

れの地域の特性を浮き彫りにし、今後の

施策の効果的な展開を図る 〉。

〈具体的には、左図のように各要素をマ

トリックス（行列）で整理・分析を行う

ことによって地域の複雑な関係性を読み

解き、様々な地域課題・特性を明確にす

る。そしてそれらを総合的に評価し、地

域における効果的な施策展開を図る 〉。
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（２）具体的な検討フロー

具体的には以下のような検討フローにしたがって、超学際的に推進すべきテー

マ例を抽出していくこととする。

《検討フロー》

① 社会経済情勢、地域特性等から施策キーワードを抽

出する。

„

② 本県の５つの施策体系（人・くらし、産業、環境、

基盤）ごとに、それらのキーワードを配置する。

„

③ 「価値観の共生」は共通事項とし、他の「４つの共

生」と「施策体系」の関連度を分析し、４つの共生ご

とに、キーワードを配置する。

„

「 （ 、 、 、 ）」④ 共通の価値観 循環性 多様性 安定性 地域性

をフィルターとして 「４つの共生」ごとに配置され、

たキーワードから縦方向に傾向を分析し、超学際的視

点を導入した「施策の方向性」を導く。

„

⑤ 「施策の方向性」から超学際的に推進すべきより具

体的なテーマ例をとりまとめる。

３．テーマの提示

（１）キーワード選定・配置の考え方

検討フローを踏まえ、社会経済情勢、地域特性等から施策キーワードを抽出す

るとともに、それらを本県の新長期総合計画における５つの施策体系ごとに配置

することとする。その際は 「各共生に向けての各施策体系を切り口」としたキー、

ワード選定・配置を行うこととする。

《「 」 「 」》各共生 と施策体系 人

「各共生と人」については 「多様で主体性を持った個性が躍動し、その能力を十分に、

発揮できる共生社会を実現」するためのキーワードを選定・配置する。

キーワード抽出

施策体系ごとの
キーワード配置

４つの共生ごと
にキーワード配置

施策の方向性
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《「 」 「 」》各共生 と施策体系 くらし

「各共生とくらし」については 「くらしの豊かさを実感できるゆとりある共生社会を、

実現」するためのキーワードを選定・配置する。

《 各共生」と施策体系「産業 》「 」

「各共生と産業」については 「新しい時代にふさわしい創造的で活力ある産業が展開、

する共生社会を実現」するためのキーワードを選定・配置する。

《 各共生」と施策体系「環境 》「 」

「各共生とくらし」については 「地球の生態系と共存・共栄した循環型の共生社会を、

実現」するためのキーワードを選定・配置する。

《 各共生」と施策体系「基盤 》「 」

「各共生とくらし」については 「人と地域を支える基盤が整備され、地域の潜在力が、

生かせる共生社会を実現」するためのキーワードを選定・配置する。

（２）キーワードの抽出と配置

上記の考え方に基づきキーワードを抽出し、本県の５つの施策体系と４つの共

生ごとにそれぞれの関係性を踏まえ、各キーワードを配置する。その後 「自然と、

の共生と人」等の各マスごとに配置されている各キーワードを一つにまとめ、そ

の部分における個別の方向性・視点を導き出すことにより 「テーマ抽出マトリッ、

クス（行列）を完成させることとする。
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《テーマ抽出マトリックス》

〔各キーワードは複数の箇所にまたがるものも存在するが、原則、最も関連性があると

考えられる一箇所に配置している。また、特に複数の箇所に関連していると考えられ

るキーワードは、それぞれに配置している 〕。
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（３）テーマ抽出マトリックスによるテーマの提示

テーマ抽出マトリックスにおいて、循環性・多様性・安定性・地域性といった

「共通の価値観」をフィルターとして 「４つの共生」ごとに配置されたキーワー、

ドとそれらを一つにまとめた方向性・視点から縦方向に傾向を分析することによ

、 「 」 。り 各施策分野が融合した超学際的な 施策の方向性 を導くことが可能となる

これらにより 「自然との共生」については 『循環型社会の構築 「世代間の、 、 』、

共生」については 『知恵・文化の継承や将来の社会を支える人づくり 「人と、 』、

人との共生」については 『多様なライフスタイルが尊重される社会の構築や安全、

・安心なコミュニティ構築 「地域間の共生」については 『分散と連携による』、 、

自立した地域づくりや産学民官連携による地域活性化』などが導かれる結果とな

った。

これらの施策の方向性を踏まえ、具体的にはそれらからさらに導き出される、

超学際的に推進すべきテーマ例に見られるような各般の取組みを展開し、持続可

能な共生社会の実現を目指す必要がある。

《施策の方向性と超学際的に推進すべきテーマ例》

〔各テーマ例は複数の箇所にまたがるものも存在するが、原則、最も関連性があると考

えられる一箇所に配置している 〕。
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自然との共生から導かれるテーマ 世代間の共生から導かれるテーマ 人と人との共生から導かれるテーマ 地域間の共生から導かれるテーマ 

施策の方向性

○自然循環の保全、資源循環の確保
が図られた社会（循環型社会）の構築

○将来世代にわたる知恵・文化の継承
（温故知新）

○互いの個性を認め合い、多様な生活
様式が尊重される社会の構築

○分散と連携による自立した地域づくり

○将来の社会を支える人づくり ○ともに支え合う安全・安心なコミュニ
ティの構築

○産学民官連携による地域活性化

○将来世代にわたる地球環境・地域環
境の保全

○たくましく、創造性豊かな人材育成

超学際的に推進
すべきテーマ例

○新エネルギーの総合利活用 ○世代を超えて知恵・文化を継承する
仕組みづくり

○地域資源を核とした新しいビジネスの
創生と地域経済の活性化

○都市・農村交流の活発化による地域
振興

○バイオマス（生物由来の有機性資
源）の総合利活用

○うつくしいものづくりの推進 ○顔の見える安全・安心な地域コミュニ
ティ再生

○大都市問題と過疎化対策

○流域ネットワークによる水循環の保
全と再生

○安心して生み育てられ、いきいきと育
つことができる子育ち・子育て環境の整
備

○スローフード、スローライフ運動による
豊かな地域社会と元気な地域産業の創
出

○地域資源を活用した産学民官連携に
よる産業振興

○土壌資源の保全対策と循環 ○環境学習・教育による持続可能な共
生社会の実現

○異文化を有する人々の自立、社会参
加が促進される多様な文化が共存できる
社会の構築

○新しい交通政策による環境保全と地
域活性化

○環境に配慮した持続可能なまちづく
り

○世代間で築く美しい景観づくり ○地域コミュニティにおけるリスクコミュニ
ケーション（情報・意見交換）の推進

○多様な主体の参加と連携による地球
温暖化対策
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第Ⅴ章 「持続可能な共生社会」実現への方向性

１．超学際的に推進すべきテーマ例とその取組みの方向性

（１）共生の正四面体の中へ

共生の論理のもとに展開される「持続可能な共生社会」は、価値観の共生を中

心に取り囲んだ、４つの共生を面とする正四面体に表すことができる。ここで超

学際的に推進すべきテーマ例に見られるような施策は、この正四面体の中に配置

されるものとなるが、一方で、既存施策の中でも多面的な視点からものごとを判

断しない施策は、正四面体の外に配置されるものとなる。

「持続可能な共生社会の実現」という目標を現実のものにするためには、正四

面体の外にあるものについては、超学際的視点を導入し、中心方向へ向かうよう

な取組みを推進する必要があり、また、正四面体の中にあるものについてはその

特性を十分に踏まえながら、超学際的な取組みを推進することが求められる。

（２）多面的な視点を考慮した取組みの推進

「自然との共生」にはじまる５つの共生は、各共生が独立して存在しているも

のではない。したがって、特定の共生の中に配置されたテーマ例に見られるよう

な施策は、例えば 「自然との共生」という一つの共生の中で展開されるテーマと、

いう場合もあるが、その多くは「自然との共生」と「世代間の共生」などといっ

た複数の共生の中で展開されるテーマである。

このようなことを踏まえるならば、５つの共生の中で展開されるテーマは、ま

さに超学際的な視点を導入しなければその解決が困難なものであり、各分野や主

体の連携はもちろんのこと、各共生における関連性や過去から将来にわたる時間

軸、家族・コミュニティ・市町村・県・国・世界などといった空間的広がり等、

多面的な視点を考慮しながら取組みの推進を図ることが求められる。
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（２）施策展開の必要性

① 普及啓発

超学際的に推進すべきテーマを実際の施策として推進していく上で、超学際と

はどのような意味合いをもち、どのように推進されるべきなのかということを知

ってもらうことは極めて重要である。特に超学際的な取組みについては、産学民

官の各主体の役割が重要なことから、それらの主体が超学際の考え方を念頭に置

いて各般の施策を推進することができるように十分な普及啓発を行うことが求め

られるところである。

このようなことから、超学際の重要性についての社会的な認知度を高めていく

ため、超学際について広く県民にＰＲするとともに、県民自身が自主的に学習を

行うことができる場や機会を提供することで、地域の合意形成を図っていく必要

がある。

② 施策の具体的な展開

実際の地域の中で超学際的に推進すべきテーマを実践していくためには、超学

際を知ってもらうための普及啓発のみならず、実際に超学際的な取組みがどのよ

うなもので、地域の環境改善等に役立つ極めて重要な戦略であることを示してい

く必要がある。

このため、実際の場においてその取組みを具体的に展開し、目に見える形でそ

の有効性を提示していくことは極めて重要なものとなる。

（３）推進体制

超学際的な取組みを実際の場において具体的に展開していくためには、産学民

官の各主体が連携して各般の施策を実施していく必要がある。また、超学際的に

推進すべき施策は、多くの分野・領域にまたがっているのが特徴であり、それら

が融合した施策展開を行う必要がある。

このようなことから、超学際的視点から産学民官連携による推進体制を整備す

ることや、庁内においても関係部局が連携し、効果的に超学際的研究・取組みを

推進する体制の整備が求められるところである。




